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令和７年６月２０日  

 

 甲府市議会議長 長 沼 達 彦 様  

 

  総務委員長 藤 原 伸一郎      

 

 

所 管 事 務 調 査 報 告 書 

 総務委員会におきまして、甲府市議会基本条例第１８条第４項に基づき、所管事

務調査及び政策研究のテーマを定め、調査・研究を進めてまいりました経過と結果

についてご報告いたします。  

 令和６年７月１２日の委員会におきまして、近年、頻発・激甚化している豪雨や

地震といった自然災害への備えは、市民の生命と財産を守るために欠かせないもの

と考え、今期の調査・研究テーマを「防災について」に決定いたしました。 

 同年８月２３日の委員会におきまして、当局から本市の防災に係る取組状況の説

明を受け、質疑を行い、水害避難の地区研修会や総合防災訓練における具体的な取

組として、避難所の開設及び運営方法、災害発生時にとるべき行動などについて理

解を深めました。 

 同年１０月２２日から２４日までの日程で、新潟県三条市、柏崎市、見附市、長

野県長野市への行政視察を実施し、過去に発生した水害等の経験を踏まえた取組や

水害に特化した総合防災訓練、衛生的に利用できるトイレトレーラー等の活用状況

などについて調査を行いました。 

 同年１１月２９日の委員会におきましては、行政視察の調査結果を踏まえた委員

間討議を行う中で「被災経験のある自治体では、定期的に研修会や勉強会を行って

いることから住民の防災意識は高いが、本市では近年大規模災害が発生していない

ため、災害は発生しないといった市民意識を変容させる必要がある」、「全自治会

で地区防災計画が作成されているが、地域住民が改めて内容を確認して災害に備え

ることが重要である」、「避難所の衛生環境向上のため、けん引免許や大きな駐車

スペースが不要なトイレカーの導入を検討してはどうか」などの意見がありました。 

 同年１２月２３日には「防災について」をテーマとした甲府市消防団の執行部及

び甲府市社会福祉協議会の職員との市民と議会の交流会において「備蓄品の浸水被

害を防ぐため防災倉庫を２階や３階に移設すべきではないか」、「消防団に配備さ

れている防災行政用無線機の取扱い訓練を実施すべきである」、「市民の防災意識

を高める必要があることから、関係機関と連携して防災フェスなどのイベントを開
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催してはどうか」など第一線で活動されている方々が抱えている課題など率直な意

見をいただきました。 

 令和７年２月５日及び３月７日の委員会におきまして、市民と議会の交流会やこ

れまでの議論を踏まえて活発な委員間討議を行い、防災に係る取組として「市民の

防災意識の向上」、「安心して過ごすことができる避難所」、「消防団等への支援」

が重要であるとの認識を委員間で共有いたしました。 

 同年５月１６日の委員会におきまして、防災に係る重要な取組として認識を共有

した各項目に対する本市の取組状況を把握するため、避難行動要支援者名簿に基づ

く個別避難計画の策定状況や避難所におけるトイレの確保など当局から具体的な取

組状況について説明を受け、質疑を行う中で理解を深めるとともに、委員間で活発

な討議を行いました。 

 これまでの経過を踏まえ、防災に関して特に取り組む必要がある事項を次のとお

り取りまとめました。 

 「市民の防災意識の向上」として、避難行動要支援者名簿に基づく個別避難計画

の策定率が低いことから、関係機関と連携を図る中で、策定率が向上できるよう着

実に取組を推進していくこと、地区防災計画については、地域の状況変化や新たな

災害リスクに対応できるよう、定期的な見直しを促し、地域住民が主体となって更

新できるよう支援を行うこと、様々なイベントにおいて防災に係る啓発活動を行い

市民の意識変容につながるよう努めること。 

 「安心して過ごすことができる避難所」として、避難所における衛生環境向上の

ため、トイレトレーラーと比較して、けん引免許が不要で、大きな駐車スペースも

必要なく、より安価なトイレカー導入について検討を行うこと、屋外に設置されて

いる防災倉庫の水害などによる浸水被害を防ぐため、設置場所の見直しや備蓄品を

分散して保管するなどの対策について検討を行うこと。 

 「消防団等への支援」として、消防団や自治会連合会等に配備されている防災行

政用無線機は、災害発生時の情報伝達手段であることから定期的な使用訓練を実施

すること。 

 以上が、当委員会の調査・研究の大要であります。 

 結びに、防災に係る取組は一朝一夕で実を結ぶものではなく、様々な施策を継続

して積み重ねることで、より実効性の高い防災対策につながることから、当局にお

かれましては、本調査・研究の成果を十分に参考としていただきながら、市民の生

命と財産を守るため、様々な防災施策を着実に実行し、力強く推進されることを大

いに期待し、報告といたします。  


